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◆現物給与とは？ 

給与は金銭で支給されるのが一般的ですが、住宅（社

宅や寮など）の貸与、食事、自社製品、通勤定期券などで

支給することがあります。この場合、現物給与といいます。 

現物給与で支給するものがある場合は、その現物を通貨

に換算し、金銭と合算して標準報酬月額の決定を行いま

すが、健康保険、船員保険、厚生年金保険および労働保

険において現物給与の価額は厚生労働大臣が定めること

とされています（「厚生労働大臣が定める現物給与の価

額」として告示）。 

 

◆現物給与価額の改正内容 

上記告示の内容が一部改正され、令和６年４月１日より、

40都道府県において、食事の現物給与価額が変更になり

ました。前年よりも食事の額がアップしていますが、現物給

与の価額をより現在の実態に即したものとするための改正

であるとしています。 

【一例】北海道 

 １人１月当たりの食事の額：23,100円（令和5年は

22,500円） 

 １人１日当たりの食事の額：770円（令和5年は750円） 

 １人１日当たりの朝食のみの額：190円（令和5年も同

じ） 

 １人１日当たりの昼食のみの額：270円（令和5年は

260円） 

 １人１日当たりの夕食のみの額：310円（令和5年は

300円） 

なお、「住宅で支払われる報酬等」に係る現物給与の価

額については、改正はありません。 

 

◆留意点 

現物給与価額の改正は、固定的賃金の変動（昇給・降

給や住宅手当、役付手当等の固定的な手当の追加や支

給額の変更の場合）に該当します。よって、「被保険者報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

酬月額変更届」が必要になる場合がありますので注意

が必要です。 

 また、今回改正された価額は、４月１日から適用されま

す。４月の給与の締日が月の途中である場合も、現物給与

（食事、住宅等）については、給与の締日は考慮せず、４

月分（１カ月分）の報酬として計算します。 

 その他、詳細は以下をご覧ください。 

【日本年金機構 

｢令和６年４月１日より現物給与 

価額（食事）が改正されます｣】 

 

 

 

 

◆割増賃金の基礎となる賃金 

割増賃金は１時間当たりの賃金を基礎として、それに割

増率を乗じることにより算定されますが、基礎となる賃金に

算入しない賃金として、家族手当、通勤手当、別居手当、

子女教育手当、住宅手当、臨時に支払われた賃金及び１

か月を超える期間ごとに支払われる賃金が法律に定めら

れています。 

いわゆる在宅勤務手当については、一般的に、在宅勤

務手当が労働基準法上の賃金に該当する場合には、割

増賃金の基礎となる賃金に算入されます。 

 

◆在宅勤務手当を割増賃金の基礎に算入しない場合 

ただし、在宅勤務手当が事業経営のために必要な実費

を弁償するものとして支給されていると整理される場合に

は、当該在宅勤務手当は賃金に該当せず、割増賃金の

基礎となる賃金への算入は要しません。 

今回の通達によれば、在宅勤務手当が実費弁償として

扱われるためには、当該在宅勤務手当は、労働者が実際

に負担した費用のうち業務のために使用した金額を特定

し、当該金額を精算するものであることが外形上明らかで

ある必要があります。 

 

食事の現物給与の価格が変更されました 
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在宅勤務手当を割増賃金の算定基礎から除外する

場合について通達が出ました 
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◆実費弁償の計算方法 

在宅勤務手当が実費弁償とされるために必要な計算方

法としては、以下の３つの方法が示されています。 

（１） 国税庁「在宅勤務に係る費用負担等に関するＦＡＱ

（源泉所得税関係）」で示されている計算方法 

（２） (1)の一部を簡略化した計算方法 

（３） 実費の一部を補足するものとして支給する額の単価

をあらかじめ定める方法 

d 

 在宅勤務手当を割増賃金の算定基礎から除外するこ

とは労働条件の不利益変更に当たりますので、法律にの

っとって労使でよく話し合うようにしましょう。 

 

 

 

 

働き方改革関連法による時間外労働の上限規制が建

設業と運送業、医師の職種にも適用されることを受け、「過

労死等の防止のための対策に関する大綱（素案）」が示さ

れました。 

 

◆過労死等の再発防止対策、フリーランスへの取組

等を推進 

（１） 令和６年４月に全面適用となった時間外労働の上限

規制の遵守を徹底 

（２） 繰り返し過労死等を発生させた企業に対し、労働局

長から「過労死等の防止に向けた改善計画」の策定

を求めるなど原因究明および再発防止の指導を強

化 

（３） 勤務間インターバル制度の企業における取組みを

波及させるため産業医に周知を図るとともに、同制度

の導入の必要性を感じていない企業に対する周知

を行う 

（４） フリーランス・事業者間取引適正化等法の施行後は

履行確保を行うとともに、個人事業者等自身による定

期的な健康診断の受診等の健康管理及び個人事

業者等が過度な長時間就業とならないよう、注文者

等による期日設定等に関する配慮等の取組みを促

進 

 

◆労災事案分析、労働・社会分野の調査研究内容を

充実 

（１） 芸術・芸能分野を重点業種等に位置付け 

（２） フリーランス、高年齢者、労働時間把握が自己申告

制である労働者など、働き方や就労環境、属性等に

焦点を当てた調査を実施 

（３） 過労死等の危険因子や疾患との関連の解明等の研

究や、過労死等事案の分析から得られる成果および

国内外の最新知見に基づき、事業場における過労

死等防止対策を支援するツール開発と効果検証等

を一体的に実施 

（４） 過労死等事案についてハラスメント防止措置状況を

可能な範囲で分析 

（５） 調査研究の成果やその他の過労死等に関する国内

外の最新情報について、専用ポータルサイトを通じ

て公表 

 

◆実効ある対策に資する数値目標を追加設定 

（１） 労働時間について重点業種等に着目した重点的な

取組みを明記 

（２） 勤務間インターバル制度について導入効果が高いと

考えられる企業等に着目した数値目標を設定 

（３） 公務員についても目標の趣旨を踏まえ、各職種の勤

務実態に応じた実効ある取組みを推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

黒柴 夢ちゃんから一言 

「過労死等の防止のための対策に関する大綱（素

案）」が示されました 

 

みなさん こんにちは。 

障害者雇用者数が初の 100 万人超えたそう

です。前回（平成30年）調査より25.6万人

（30.1％）の増加しました。 

 

厚生労働省は、昨年６月に実施した「令和５

年度障害者雇用実態調査」の結果を公表しまし

た。この調査は、企業における障害者雇用の実

態の把握と今後の障害者雇用施策の検討や立案

に役立てることを目的に、５年ごとに実施して

います。 

 

従業員規模５人以上の事業所に雇用されてい

る障害者数は 110.7 万人（以下、すべて推定

値）で、前回（平成 30 年）の調査より 25.6

万人（30.1％）増加となり、初めて100万人

を超えました。 

  

【ＧＷお休みのお知らせ】 

4月27～29日＝お休み 

4月30日＝通常営業 

5月1～6日＝お休み 

※5月1・2日は 

お休みいただきます。 

ご迷惑をお掛けしまして 

申し訳ありません。 
 


